
 

令和４年度水産分野におけるスマート・デジタル推進プロジェクト 

デジタル水産業戦略拠点検討会 第１回 

 

 

日時：令和４年８月２５日(木)    

                                １４時３０分～１７時３０分  

               場所：水産庁８階中央会議室 

    （東京都千代田区霞が関１丁目２番１号） 

 

議 事 次 第 

 

１ 開  会 

２ 挨  拶 

３ 議  事 

（１） デジタル水産業戦略拠点について 

（２） デジタル技術の活用事例（構想を含む）の紹介 

（３） デジタル水産業戦略拠点に係る意見交換 

（４） その他 

４ 閉  会 
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【資料１－２】出席者名簿 

【資料２】設置要領及び委員名簿 

【資料３】デジタル水産業戦略拠点について 

【資料４】水産業のデジタル化の現状と課題 

【資料５】水産業に関するデジタル技術 

【資料６】データ取扱いに関する既存資料 

【資料７】現状の水産関係データの整理表 

【発表資料１】大阪府資源管理船びき委員会における DX を通じた漁

業の付加価値化取組み 

【発表資料２】下関漁港におけるデジタル化の推進 

【発表資料３】石川県における沿岸漁業のデジタル化とその目的 

【発表資料４】松浦地区における水産業のデジタル化について 

【参考資料１】水産分野におけるデータ利活用ガイドライン 
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出席者名簿（敬称略） 

 

 

〇検討会委員 

国立大学法人 東京海洋大学 特任教授  中泉 昌光 

一般社団法人 大日本水産会 漁政部総務課長  竹林 徳太郎 

全国漁業協同組合連合会 信用・組織指導部長  新塘 博文 

全国水産加工業協同組合連合会 業務部  下村 武 

一般社団法人 全国海水養魚協会 専務理事  中平 博史 

株式会社 日本政策金融公庫 農林水産事業本部融資企画部長  齋藤 佳子 

農林中央金庫 営業第五副部長（加藤委員代理）  浅田 健一 

国立研究開発法人 水産研究・教育機構 水産大学校海洋生産管理学科 准教

授  松本 浩文 

株式会社 SJC 常務取締役  大友 俊一 

一般社団法人漁業情報サービスセンター システム企画部長  斎藤 克弥 

 

〇事例紹介者 

・大阪鰮巾着網漁協のデジタル化事例 

全国漁業協同組合連合会 信用・組織指導部 信用事業推進室長 徳永 耕治 

・下関漁港におけるデジタル化事例 

国立研究開発法人 水産研究・教育機構 水産大学校 准教授  松本 浩文 

・石川県におけるデジタル化事例 

石川県農林水産部 次長兼水産課長  武田 行生 

・松浦地区におけるデジタル化事例 

日本遠洋旋網漁業協同組合 代表理事会長  加藤 久雄 

 

〇事務局 

・水産庁 

水産庁漁政部企画課長   山里 直志 

水産庁増殖推進部研究指導課 課長補佐  金子 貴臣 

・凸版印刷株式会社 

凸版印刷株式会社 情報コミュニケーション事業本部担当課長 永野 武史 

凸版印刷株式会社 情報コミュニケーション事業本部  松井 拓麻 

公益財団法人未来工学研究所 政策調査分析センター主任研究員 大竹 裕之          

カタパルト株式会社 代表取締役  佐藤 浩志 
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「デジタル水産業戦略拠点検討会」

設置要領

１．背景・目的

気候変動や海洋環境の変化に伴う主要魚種の不漁の継続や漁業就業者の減少など我が国水産業

を取り巻く環境が厳しさを増す中、適切な資源管理を通じ、水産業の成長産業化を実現していく

ためには、デジタル技術等を活用した各種取組を推進していくことが重要である。

これまでも、操業エリアの決定に当たって過去から蓄積された海況データを活用するほか、養

殖管理システムの自動化・高度化、産地市場の電子化等のスマート・デジタル化（以下「デジタ

ル化等」という。）の取組が行われてきているところであるが、これらデジタル化等の取組は、一

部の事業者の取組に止まり、また、漁獲から流通、加工、販売、消費に至る各段階において、それ

ぞれが有するデータやデジタル化のノウハウが関係者の間で共有されず、個々で実践されるデジ

タル化の取組の効果が十分に発揮されていない状況にある。

加えて、政府が掲げるデジタル田園都市国家構想を推進する上で、水産分野におけるデジタル

化の推進は、生産物の高付加価値化やコスト削減による漁業経営の改善に寄与するほか、燃油使

用量の削減等による地球温暖化対応への貢献、自然災害予測の見える化等による被害の最小化等

に資するものであり、その迅速な対応が求められているところである。

こうした状況を踏まえ、水産分野におけるデジタル化等を効率的かつ効果的に推進するため、

そのモデルとなる「デジタル水産業戦略拠点」の創出を目指し、関連する取組の推進方策につい

て、広く有識者の意見を伺いながら検討することを目的に本検討会を開催するものである。

２．主な検討事項

（１）デジタル水産業戦略拠点のコンセプトと、同拠点として備えることが望ましい条件につい

て  

（２）水産分野において利用可能で、かつ有用なデジタルツールとデジタル水産業戦略拠点にお

ける活用方策について

（３）水産分野において利用する各種データの取扱いに関する留意事項について

３．検討会の組織・運営

（１） 検討会は、別紙に掲げる委員によって構成する。

（２） 本検討会に座長を置く。座長は委員の中から選出する。

（３） 検討会委員の了解の下、検討会における検討事項について専門的な知見・経験からの助言

を得るために、外部から専門家を招聘することができる。

（４） 検討会委員の了解の下、検討会とは別に、専門的・技術的な事項を協議する場を設けるこ

とができる。

（５） 検討会は、非公開とする。

（６） 検討会の資料及び議事要旨は、会議終了後、出席者の了解を得た上で、水産庁のホームペ

ージにより公表する。

（７） 上記に拘わらず、検討会の運営に支障があると認められる場合等においては、会議資料の
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全てまたは一部を非公開とすることができる。

４．その他

（１） 検討会は、水産庁漁政部企画課の協力の下、凸版印刷株式会社（事務局）が運営する。

（２） 検討会を開催するにあたり必要となる資料の作成、関係者との調整等については事務局が

行う。

（３） その他、検討会の運営に必要な事項は、事務局と委員との協議の上で別途定めることがで

きる。






